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研究成果の概要（和文）：　年少者の連れ去りなどの重篤な被害の未然防止に資するため、それらの前兆的事案
を系統的に調査・記録する手法を構築し、それを実現する調査用具を開発した。
　先行研究で開発した「危険なできごとカルテ」および回答用地図のQRコード対応化、これらを現場のユーザ自
身が作成・印刷できるしくみの構築、これらを用いた小学校での試験的調査の実施と結果の検討により、学校教
育現場などで持続的に活用可能な、年少者の犯罪被害の前兆的事案調査のしくみが実現できる見通しが得られ
た。

研究成果の概要（英文）：This study devises a method for surveying and recording potential precursors
 of serious childhood criminal victimization such as kidnapping in a systematic manner and develops 
tools that implement this survey methodology.
Based on the survey toolkits called “Karte of Dangerous Incident” combined with a map of the 
location of the incident, we introduced a set of QR codes into these toolkits so that they could be 
recognized automatically using document scanners.  In addition, we constructed a website that 
enables the users to prepare and print these survey toolkits for themselves, and carried out a 
preliminary survey at elementary schools using these toolkits.  The results indicated that these 
toolkits would provide the school teachers with effective and sustainable ways of surveying 
potential precursors of childhood criminal victimization.

研究分野：犯罪社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究により、子どもの犯罪被害の前兆的事案を客観的な形で調査・記録する手法を、現場に実装可能なツー
ルとして提供することが、わが国で初めて可能になった。さらに、このツールの試験運用を学校教育の現場で実
施し、その過程で得られた知見を踏まえてツールや運用手法の改良を行うという、本研究全体の基本方針であっ
たサイクルを、複数回反復することができた。このことは、本研究での経験を、今後、実践現場との緊密な連携
による「参加型アクションリサーチ」へと展開することに、大きく貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年、子どもを狙った犯罪が相次いで発生し、その被害防止が重要な社会的課題となっている。 
 犯罪被害の未然防止に関しては、欧米の犯罪学に優れた実証研究の蓄積があり、効果的・効率
的な犯罪予防のためには「焦点を絞った対策」が必要だとされている［文献 1］。 
 申請者らは、本研究の前身である、（独）科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 
(RISTEX)の資金による共同研究「子どもの被害の測定と防犯活動の実証的基盤の確立」で、「危
険なできごとカルテ」と呼ぶ標準化された記録票を用いた前兆的事案の調査法を提案し、そのた
めの調査用具のプロトタイプを開発した［文献 2］。 
 しかし、上記研究の段階では、前兆的事案の記録票および地図に記載された内容をコンピュー
タに入力してデータ化する作業を人手により行っていたため、学校教育などの現場で日常的に
用いることは事実上不可能であった。また、これにより記録した前兆的事案のデータを評価して、
その危険性を判定する手法に関しても、十分な検討を行うことができなかった。本研究は、この
限界を克服することをめざしたものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、子どもの犯罪被害の前兆的事案を迅速・的確に記録し、その危険性を計量的
に評価することを可能にする調査・分析手法を開発し、学校教育などの現場の人々に届けること
である。具体的には、①申請者らが先行研究で開発した「危険なできごとカルテ」の手法を発展
させ、スキャナによる回答内容の自動認識を実現すること、②これによりデータ化された前兆的
事案の危険性を、事案内容および時空間集積性の観点から客観的に評価する手法を開発するこ
と、③この手法の妥当性・有効性を学校教育現場での試験運用によって検証する。 
 本研究により、前兆的事案の客観的調査・分析に基づいて先制・予防的に対処することが、学
校教育などの現場でも可能になり、子どもの犯罪被害の未然防止に大きく貢献できる。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、犯罪学・教育学グループ（原田・齊藤・山根）と疫学・空間情報科学グループ（雨
宮・今井・冨尾）の２グループを基礎に、両者の密な連携によって達成される。研究対象地域は、
文部科学省の学校安全モデル事業の各年度の対象となった千葉県内の複数の市である。 
 課題１「前兆事案のデータ化手法の検討」については、犯罪学・教育学グループにより、先行
研究で開発したプロトタイプをもとに、認識精度の向上・誤操作の防止の条件を解明する。 
 課題２「危険性評価手法の検討」については、疫学・空間情報科学グループを中心に GIS によ
る時空間集積性について検討し、犯罪学・教育学グループが事案の質的側面の検討を行う。 
 課題３「妥当性の評価」は、両グループ合同で、学校教育現場での試験運用により実施する。 
 
４．研究成果 
(1) 平成 28 年度は、先行研究で開発した「危険なできごとカルテ」のプロトタイプをもとに、
前兆的事案調査票の回答および地図上に示された事案発生地点の、スキャナによる自動認識の
精度向上をはかるため、①業務用の DTP ソフトウェアによる「カルテ」原稿の作成、②標準様式
画像による「カルテ」および地図の読み取り領域指定、③WebGIS サイトへの帳票印刷機能の試
験実装などの改良を行った。 
 この改良版の帳票を用いて、文部科学省の「防災教育を中心とした実践的安全教育モデル事業」
のモデル校である小学校１校の第４学年の児童 95 人を対象として、平成 28 年 9 月に調査を実
施した。その結果、７種類の前兆的事案のいずれかを小学校入学から調査時点までに経験したこ
とのある児童は 19 人（対象者総数の 20%）であり、経験された事案数は 21 件（対象者総数の
22%）であった。また、事案発生地点を赤丸シールの貼付により示した A3 判の地図からスキャナ
に読み込んだ画像により、事案発生地点の世界測地系による緯度経度座標を自動認識して CSV 形
式で出力できることが確認された。 
 以上の平成 28 年度の帳票改良・小学校での調査を通じて、従来の調査キット・調査実施手順
に新たな改善を加えることができ、誤回答の発生などを大幅に減らすことに成功した。また、基
準様式画像と実際のスキャン画像との比較などに基づき、OMR 読み取り領域の調整を自動化でき
る見通しが得られた。 
 
(2) 平成 29年度は、前年度に改良を加えた QRコード対応「危険なできごとカルテ」および回
答用地図を用いて、文部科学省の「防災教育を中心とした実践的安全教育モデル事業」の平成 29
年度のモデル校となった小学校１校において、第４学年から第６学年に在籍する児童全員（６学
級：163 人）を対象として、平成 29 年 7 月に調査を実施した。その結果、７種類の前兆的事案
を小学校入学から調査時点までに経験したことのある児童は 26人（対象者総数の 16%）であり、
経験された事案数は 32件（対象者総数の 20%）であることが判明した。 
 また、これらの事案に遭遇した際の児童自身の対応については、「なにもしなかった・できな
かった」が 37%、「大声で助けを呼んだ」「防犯ブザーやベルを鳴らした」がゼロであるなど、従
来の調査と同様、児童自身による対処に限界があることが明らかになった。一方で、これらの事
案の経験を「今回初めて知った」「誰にも連絡・相談しなかった」と回答した保護者の割合は約
4%であり、従来の調査結果と比べて大幅に低いことも判明した。 



 
(3) 平成 30 年度は、前年度と同様の
QR コード対応「危険なできごとカル
テ」および回答用地図を用いて、文部
科学省の「学校安全総合支援事業」（前
年度までの「防災教育を中心とした実
践的安全教育総合支援事業」を改編）
の平成 30 年度モデル校となった小学
校１校において、全学年の在籍児童（14
学級：292 人）を対象として、平成 30
年 9 月に調査を実施した。その結果、
７種類の前兆的事案を小学校入学から
調査時点までに経験したことのある児
童は 21 人（対象者総数の 7.2%）であ
り、経験された事案数は 25 件（対象者
総数の 8.6%）であることが判明した。 
 また、これらの事案に遭遇した際の
児童自身の対応については、「なにもし
なかった・できなかった」が 42%、「大
声で助けを呼んだ」が 4%、「防犯ブザー
やベルを鳴らした」がゼロであるなど、
従来の調査と同様、児童自身による対
処には限界があることが明らかになっ
た。また、これらの事案の経験を「今
回初めて知った」「誰にも連絡・相談し
なかった」と回答した保護者の割合は
23%であることも判明した。 
 平成 30年度の調査にあたっては、対
象校の通学区が特殊な形状であったこ
とを勘案して、回答用地図を２枚に分割し、そのどちらかに事案の発生地点を示す赤丸シールを
貼ってもらう方法をとった。これにより得られた回答をスキャンして読み取った結果、地図の余
白に配置した QRコード内の緯度経度情報により、回答用地図１に貼付されたシール 23枚、およ
び回答用地図２に貼付されたシール 2 枚の貼付位置が、いずれも正しく世界測地系で出力され
たことが確認できた（図１）。 
 
(4) 令和元年度は、本研究で開発した QRコード対応「危険なできごとカルテ」および回答用地
図を用いて、文部科学省の「学校安全総合支援事業」の令和元年度モデル校となった小学校１校
において、全学年の在籍児童を対象として、令和元年 10 月～11月に調査を実施した。 
 調査の実施にあたっては、昨年度に改良した WegGIS サイトの新機能である、ユーザが作成し
たカルテ・地図の ID 番号ファイルおよび学区の形状などを示すシェープファイルのサイトへの
アップロード機能を実際に使用して、設計どおりに機能することを確認した。また、前年度に委
託業務先企業の事情によって完了できなかった QR コード対応帳票の読み取りソフトウェアの改
良作業を本年度に実施し、納品された改良版の帳票読み取りソフトウェアが正常に動作するこ
とを確認した。 
 これらの成果を踏まえ、本研究で開発した QR コード対応「危険なできごとカルテ」を、先行
研究で開発した安全点検地図作成支援ツール『聞き書きマップ』と組み合わせ、「子どもの被害
防止ツールキット」として、学校現場での安全教育に導入する試みについて検討し、その成果の
一端を日本犯罪社会学会およびアメリカ犯罪学会（American Society of Criminology)の年次
大会において、それぞれ発表した。 
 以上の取り組みにより、現場に実装可能な子どもの被害防止活動支援ツールを開発し、学校教
育の現場でそれらの試験運用を実施し、その中で得られた知見を踏まえてツールや運用手法の
改良を行うという、本研究全体の基本方針であったサイクルを、複数回反復することができた。
このことは、本研究での経験を、今後、実践現場との緊密な連携による「参加型アクションリサ
ーチ」へと展開することに、大きく貢献するものである。 
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図１ 危険なできごと地図の例 
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